
糸魚川市自主防災組織補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震、火災、水害等の災害による被害の防止及び軽減を図るため、自

主防災組織が防災活動に必要な資機材を購入するために必要な経費等の一部に対し、予算

の範囲内で交付する補助金の交付に関し、糸魚川市補助金等交付規則（平成 17 年糸魚川

市規則第 50 号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（自主防災組織） 

第２条 自主防災組織とは、地域住民が組織した自治会、町内会等（２以上の自治会、町内

会等が共同する場合を含む。以下同じ。）を単位として、次の各号のいずれかの条件を満

たしている自治会、町内会等であって、市長に自主防災組織結成届出書（様式第１号）を

提出した自治会、町内会等をいう。 

(１) 自主防災組織として、規約が完備されている自治会、町内会等 

(２) 自治会、町内会等の活動内容等に防災活動の実施が規約化されている自治会、町内

会等 

(３) 自治会、町内会等の部会に防災関連の部会がある自治会、町内会等 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる団体は、自主防災組織とする。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費は、次のとおりとする。 

(１) 自主防災組織の結成に必要な別表第１に掲げる資機材の購入に係る経費 

(２) 自主防災組織が防災活動を行う上で使用する別表第１に掲げる資機材の購入に係

る経費 

(３) 自主防災組織が行う自主防災活動に必要な別表第２に掲げる経費 

(４) 自主防災組織が行う地域内の防災環境整備に必要な別表第３に掲げる経費 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、次の各号に掲げる経費の区分に応じ、当該各号により算出した額

（当該額に 1,000 円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）とする。 

（１） 前条第 1 号に掲げる経費 

  ア 補助率 10 分の 10 

  イ 限度額 100,000 円 

  ウ 補助金交付申請は１回限りとし、第２条に規定する自主防災組織結成届出書が受

理された日から起算して１年以内の申請とする。 

(２) 前条第２号に掲げる経費 

ア 補助率 10 分の 10 

イ 限度額 補助金交付申請日の属する年度の 4 月 1 日現在の住民基本台帳の世帯数

に応じて、次のとおりとする。 



世帯数 限度額（円） 

０以上 100 以下 50,000 

101 以上 300 以下 60,000 

301 以上 500 以下 70,000 

501 以上 800 以下 80,000 

801 以上 1,000 以下 90,000 

1,001 以上 100,000 

ウ 補助金交付申請は、１回限りとする。ただし、申請日から起算して 5 年を経過した

日が属する年度の翌年度において再度申請することができる。当該申請した日以降に

おいても同様とする。 

(３) 前条第３号に掲げる経費 

ア 補助率 10 分の 10 

イ 限度額 １年度 30,000 円 

(４) 前条第４号に掲げる経費 

ア 補助率 ３分の２ 

イ 限度額 300,000 円 

ウ 補助金交付申請は、１回限りとする。ただし、申請日から起算して５年を経過した

日が属する年度の翌年度において再度申請することができる。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付の申請をしようとする自主防災組織の代表者は、糸魚川市自主防災

組織補助金交付申請書（様式第２号）に次の各号に掲げる経費の区分に応じ、当該各号に

定める書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) 前条第１号に掲げる経費 

  ア 第２条に規定する自主防災組織結成届出書の写し 

  イ 事業計画書 

  ウ 収支予算書 

  エ 防災資機材購入見積書の写し 

  オ その他市長が必要と認めた書類 

(２) 前条第２号に掲げる経費 

ア 事業計画書 

イ 収支予算書 

ウ 防災資機材購入見積書の写し 

エ その他市長が必要と認めた書類 

(３) 前条第３号に掲げる経費 

ア 事業計画書 

イ 収支予算書 

ウ その他市長が必要と認めた書類 



(４) 前条第４号に掲げる経費 

ア 事業計画書 

イ 収支予算書 

ウ 整備個所の位置図及び整備前の写真 

エ 整備に係る工事費の見積書等の写し 

オ その他市長が必要と認めた書類 

（実績報告） 

第７条 自主防災組織の代表者は、補助事業が完了したときは、糸魚川市自主防災組織補助

金実績報告書（様式第３号）に次の各号に掲げる経費の区分に応じ、当該各号に定める書

類を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) 第５条第１号及び第２号に掲げる経費 

ア 収支決算書 

イ 領収証の写し 

ウ 防災資機材の配備後の写真 

エ その他市長が必要と認めた書類 

(２) 第５条第３号に掲げる経費 

ア 収支決算書 

イ 領収証の写し 

ウ 防災活動に係る訓練要項、防災活動の状況写真その他防災活動の内容効果が確認で

きる書類 

エ その他市長が必要と認めた書類 

(３) 第５条第４号に掲げる経費 

ア 収支決算書 

イ 領収証の写し 

ウ 整備後の写真 

エ その他市長が必要と認めた書類 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則（平成 20 年１月 31 日告示第８号） 

１ この要綱は、告示の日から実施する。 

２ この要綱の実施の際、既に自主防災組織の設置届を提出している自主防災組織につい

ては、第６条中「第２条の規定による自主防災組織結成届出書を提出した日の属する年度

から起算して５年度の間」とあるのは、「平成 19 年度から平成 24 年度までの間」と読み

替えて適用するものとする。 

附 則（令和 2 年４月１日告示第 119 号） 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 



 （経過措置） 

２ 改正後の糸魚川市自主防災組織補助金交付要綱（以下「改正後要綱」という。）第 6 条

の規定により、当該規定により初めて補助金の交付を申請しようとする者は、改正前の糸

魚川市自主防災組織補助金交付要綱（以下「改正前要綱」という。）第 6 条の規定による

直近の補助金交付申請日の属する年度の翌年度から起算して 5 年を経過していなければ

申請することができない。ただし、改正前要綱第 5 条第１号に規定する経費が同号イの限

度額に達していない場合は、告示の日から起算して１年に限り、なお従前の例による。 

 

別表第１（第４条関係） 

区分 内容 

災害による被害の防止及び軽減

を図るために必要な資機材 

(１) 情報伝達用資機材 

(２) 消火用資機材 

(３) 救出救護用資機材 

(４) 対策本部用資機材 

(５) その他市長が特に必要と認める資機材 

別表第２（第４条関係） 

区分 内容 

自主防災訓練に必要な経費 (１) 初期消火訓練に係る経費（消火器の詰替え

等） 

(２) 救出救助訓練に係る経費（材料費等） 

(３) 応急救護訓練に係る経費（講習材料、資材費

等） 

(４) 炊出し訓練に係る経費（炊飯用具、材料費

等） 

(５) 訓練要項及びパンフレットの作成に係る経費 

(６) その他自主防災訓練に必要な物品等の購入に

係る経費 

啓発活動に必要な経費 講演会開催、パンフレット、防災マップ作成等に係

る経費 

災害時要援護者の対応に必要な

経費 

名簿・マップ作成等に係る経費 

資機材の維持管理に必要な経費 点検修理、燃料等に係る経費 

その他の経費 その他市長が特に必要と認める経費 

別表第３（第４条関係） 

区分 内容 

避難道路等の整備に必要な経費 災害時の避難道路と認められるものであり、かつ、



避難及び避難誘導の効率化を図るための次の各号の

いずれかに該当するものであること。 

(１) 避難道路及び避難道路付帯設備の整備に係る

経費（舗装、手摺の設置等） 

(２) 避難誘導看板等の設置に係る経費（避難路標

識、海抜表示板等） 

(３) 危険箇所の撤去整備に係る経費（ブロック塀

撤去、生垣整備等） 

防災倉庫等の整備に必要な経費 防災備蓄品等の保管施設整備に係る経費 

その他の経費 その他市長が特に必要と認める経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


